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1.学術コミュニケーションとは 
 科学の発展は過去から現在にいたる多くの研究者によって支えら
れている。「巨人の肩の上に立つ」という言葉は、ニュートンが使用
したことで有名であり、現在ではグーグル・スカラー (Google 
Scholar)（グーグルが運営する学術資料専門の検索エンジン）のキ
ャッチフレーズにもなっているが、画期的な発明・発見も先人の研
究成果が基礎となっていることを言い表している。 
研究者が参考にするのは自分の研究テーマに関する過去の研究成
果（先行研究と言う）ばかりではない。学会や研究会に参加して最
新の研究動向を知ったり、現在進行中の研究に関して議論したりす
る。意見交換は電子メールのやり取りや日常の会話を通しても行わ
れる。そして、研究が完成したら論文にまとめて発表する。それが
新たな先行研究となって他の研究者に参照される。すなわち、研究
者は、日々、他の研究者から情報を収集するとともに自らも情報を
発信している。こうした学術研究者間の情報伝達を学術コミュニケ
ーションとか学術情報流通と呼んでいる。 
 コミュニケーション手段の発達とともに学術コミュニケーション
の形も多様化しているが、現在、最も正式とされるものは学術雑誌
に掲載される論文（学術論文）である。学術雑誌とは学術的な内容
の論文や記事を掲載する雑誌で、英語ではジャーナル(journal)とい
う語が使われ、雑誌一般を意味するマガジン(magazine)と区別され
ている。ただし、日本で学術雑誌と言った場合、一般向けの科学啓
蒙誌や学生をターゲットにした教育的内容の雑誌までも含んだ広い
意味合いで使われることが多い。 
ある領域における公式な情報伝達をフォーマルコミュニケーシ
ョン(formal communication)、非公式なそれをインフォーマルコミ
ュニケーション(informal communication)と呼ぶが、学術コミュニ
ケーションの場合は、一般に学術雑誌への論文掲載がフォーマルと
インフォーマルの境になっているとされる。つまり、研究成果は論
文の形で学術雑誌に掲載されて初めて、公に認められたものとなる
のである。論文になる前の段階での学会発表がインフォーマルコミ
ュニケーションに含まれるのかどうかは人によって見解が分かれる
ところだが、フォーマルコミュニケーションの手段として最も重要
なのが学術雑誌であることに変わりはない。 
ただし、インフォーマルコミュニケーションに価値がないという
わけでは決してない。それどころか、対面での会話、電話、電子メ
ール、内輪の研究会、さらにはソーシャルネットワーキングサービ
ス(SNS)など、さまざまな形でやり取りされるのは公表前の最新情
報であり、研究者にとって非常に貴重なものである。 
しかしながら、これは個人的なつながりに依存したあくまで私的
なコミュニケーションで、社会に対して開かれたものではない。学
術研究の健全な発展のためには、フォーマル、インフォーマル両方
のバランスが取れたコミュニケーションが必要だと言えよう。 
 
2.学術雑誌 
2.1 学術雑誌の役割 
上記のように学術雑誌は科学者の研究成果の公式な発表の場であ
り、学術雑誌に掲載された論文が研究者の業績となる。「パブリッシ
ュ・オア・ペリッシュ(Publish or perish)」（発表せよ、さもなけれ
ば滅びよ）という言葉に象徴されるように、いくらよい研究をして
も論文の形で発表しないと評価されない。一方で、新しい理論なり
発見なりを論文として発表することにより、その理論や発見に自分
の名前がつくなど提唱者としての権利が得られる。これをプライオ
リティ(priority)と言い、先取権と訳されている。 
従って研究者は競って学術雑誌に論文を投稿するわけだが、それ
がそのまま無条件で掲載されるわけではない。ピアレビュー (peer 
review)あるいは査読と呼ばれる審査があり、この手続きを通過した
ものだけが出版される。ピアには仲間とか同僚といった意味がある
が、この場合、同じ専門分野の研究者を指している。つまり同じ分
野の専門家によって、その論文が掲載に値するかどうか判断しても
らうわけである。いわば基準に満たない製品をふるい落とすフィル
ターであり、学術雑誌の品質保証制度である。 
ピアレビューでは審査の厳格性や公平性を保つため、多くの場合、
審査の担当者（査読者、レフェリー(referee)）は秘密にされる。審
査結果により、掲載が決まることを受理とかアクセプト(accept)、掲
載不可となることをリジェクト(reject)と言う。一部書き直しを条件
として受理となることも多い。 
ピアレビューに対しては、出版までにどうしても時間がかかるた
め、最新の成果が迅速に公表されないという批判もある。雑誌に投
稿され、ピアレビューを通過する前の段階の論文原稿をプレプリン
ト (preprint)と呼ぶが、これが重要な情報として早くから流通して
きた研究分野もある。しかしながら、今のところ、学術雑誌の質と
権威を保つ上でこれに代わるシステムは確立されていない。ピアレ
ビューにより、一定水準以上の学術情報を広く社会に提供すると同
時に、著者に対して研究成果のプライオリティを認定するという学
術雑誌の役割は、当面、変わらないと思われる。 
 
2.2 学術雑誌の誕生 
 世界初の学術雑誌は、1665 年、パリで創刊された『ジュールナル・
デ・サヴァン(Journal des sçavans)』 と、少し遅れてロンドン王立
協会 が 発 刊し た 『 フ ィ ロ ソ フ ィ カ ル ・ ト ラ ン ザ ク シ ョ ンズ
(Philosophical Transactions of the Royal Society of London)』の両
誌だとされる。このうち後者の『フィロソフィカル・トランザクシ
ョンズ』は、ニュートンはじめ多くの著名な科学者が寄稿して発展
し、現在も発行されており、最も長く続いている雑誌としても名高
い。 
『フィロソフィカル・トランザクションズ』の初代編集長として
活躍したのはヘンリー・オルデンバーグ(Henry Oldenburg)である。
彼は王立協会の事務局長を務め、「ボイルの法則」で有名なロバート・
ボイルなど当代一流の科学者たちと親交を持ち、『フィロソフィカ
ル・トランザクションズ』に寄稿された原稿をそれぞれ専門家に送
って内容の判断を仰いだ。これが現代まで続くピアレビューの始ま
りとされる。 
 
2.3 シリアルズ・クライシス 
現在、学術雑誌の多くは商業出版社から刊行されている。学術書
や学術雑誌は売り上げがあまり見込めないため、どうしても価格が
高くなりがちだが、特に 1980 年代以降、図書館予算が頭打ちある
いは削減に向かう中で、物価上昇率をはるかに上回る勢いで値上が
りを続ける学術雑誌の価格が大問題になった。図 1 に示すように、
北米の大学図書館では 2003 年の段階で雑誌購入費が 1986 年に比
べて 3.5 倍以上に膨れ上がっている（102 大学の中央値）。購入費の
伸びに比べて購入点数はそれほど増えておらず、雑誌の単価の上昇
が著しいことがわかる。さらに図書購入点数は微減もしくは横ばい
で、雑誌購入費が図書の購入を圧迫している様子も見て取れる。 
 
 
図 1 北米の大学図書館における資料購入費等の推移（中央値の比較。
1986 年を 100 とした場合）（1986～2003）  
（出典：北米研究図書館協会の統計 1）を元に作成） 
 
こうした危機的状況を米国ではシリアルズ・クライシス (serials 
crisis)と呼び、日本でもそのままカタカナ語で使うことが多い（「雑
誌の危機」などと訳されることもある）。ちなみにシリアルとは逐次
刊行物あるいは定期刊行物といった意味で、要するに雑誌のことで
ある。もちろん日本にとっても深刻な問題であり、実際、1990 年代
にわが国の大学図書館の外国雑誌の受入タイトル数は急激に減少し
ている。 
このような高騰が続く原因としてまず挙げられているのが、投稿
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論文数の激増である。世界各国が科学技術の発展に力を入れ、研究
者の数も増えている。上述の通り、研究者は論文を発表しないと生
き残れないので、論文の生産も右肩上がりで拡大している。ピアレ
ビューの対象となる原稿も、掲載される論文の数も増えることにな
り、当然、雑誌発行に要するコストも増大する。 
一方で、学術論文および学術雑誌はそれぞれが独自の価値を有し、
値段の安い方を選ぶという性質のものではない。また、単純に値上
がりしたら購読を控え、安くなったらまた買うというわけにもいか
ない。つまり、一般の商品と違って、競争や需給バランスによって
価格が調整されるというメカニズムが働きにくい。 
さらに、学術雑誌出版社の合併・吸収による寡占化の弊害も指摘
されている。1970 年代以降、エルゼビア(Elsevier)、シュプリンガ
ー  (Springer)、ワイリー (Wiley)といった欧米の大手出版社は積極
的に他の学術出版社を買収し、巨大な多国籍企業に成長した。ある
出版社が吸収されると、そこで発行していた雑誌が大幅に値上がり
するという現象も実際に起きている。 
シリアルズ・クライシスは今世紀に入っても収まる気配を見せず、
雑誌価格は毎年数パーセント（領域によっては 10 パーセント以上）
の値上がりを続けている。大手出版社のノウハウが学術雑誌の発行
に生かされるという利点もある反面、このような値上がりは図書館
に大きな影響を与えている。 
 
2.4 学術雑誌の評価 
 学術雑誌はそれぞれ独自の価値を有するとはいえ、もちろん、評
価の高い雑誌とそうでないものが存在する。自然科学全般を扱う学
術雑誌の最高峰として『ネイチャー (Nature)』、『サイエンス
(Science)』の両誌があることは有名である。このどちらかに論文が
載ったというだけで一流の国際的科学者とみなされるほどで、多く
の研究者が競って投稿する。当然、ピアレビューも厳しく、リジェ
クト率も高い。厳選された価値の高い論文が掲載されることで、雑
誌の評判も上がり、さらに多くの研究者を引き付けるという好循環
が生まれている。マスコミで報道される画期的な研究成果の発表も、
データ捏造などのスキャンダルもどちらかを舞台にしていることが
多く、良くも悪くも両誌のブランド力は高い。 
 他にも研究領域ごとに重要とみなされている雑誌がいくつか存在
し、中核をなす雑誌という意味でコアジャーナル(core journal)と呼
ばれる。研究者は自分の研究分野のコアジャーナルを優先的に読ん
で情報を取得するし、論文の投稿先の有力候補とする。図書館では
コアジャーナルかどうかが購入資料選定の際の決め手の一つとなる。
しかし、具体的にどの雑誌がコアジャーナルなのかを示す確定的な
リストや判断基準はない。専門家の意見やさまざまな指標が参考に
はなるものの、人によって見解が分かれることもある便宜的なカテ
ゴリーである。 
 学術雑誌に掲載された論文を評価するための有力な指標の一つが
被引用数、すなわち、その論文が後から発表された何件の論文に引
用されたかを示す数である。被引用数が多い論文ほど与えた影響
（インパクト）の大きい、重要な論文だとみなされる。グーグルの
ページランク（リンクされている数に基づいて、ページの重要度を
推計する仕組み）も基本的にはこれと同じ発想だと言える。 
転じて、掲載論文の被引用数が学術雑誌自体の評価に使われるこ
とがある。単純な被引用数の合計だと多数の論文が発表される大規
模な雑誌が有利になってしまうので、被引用総数を掲載論文数で割
った数、すなわち一論文あたりの平均被引用数を算出して比較する。
この値のことを引用影響度またはインパクトファクター (impact 
factor)と言う。この言葉は特定の研究者が発表した論文の平均被引
用数にも用いられるので、雑誌に関しては特にジャーナル・インパ
クトファクター(journal impact factor)と呼ぶ場合もある。 
インパクトファクターは、毎年、Journal Citation Reports(JCR)
という製品で発表される。一般に、この数字が高い雑誌ほど重要な
雑誌、コアジャーナルとみなされるが、注意も必要である。たとえ
ば、たった一つの非常によく引用される論文が掲載雑誌のインパク
トファクターを押し上げてしまうことがある。また、研究者個人の
業績評価に論文掲載誌のインパクトファクターを使うのもあまり意
味がない（その論文自体の被引用数とは必ずしも対応しないので）。
インパクトファクターを考案したのは、引用索引(citation index)の
実用化でも有名なユージーン・ガーフィールド(Eugene Garfield)で
あるが、さまざまな機会に、この指標の意味を正しく理解し、適切
に利用してほしいと呼びかけている。 
 
3.電子ジャーナル 
3.1 電子ジャーナルとは 
 学術雑誌は長い間、紙の印刷物の形で出版されてきたが、20 世紀
の後半に至り、コンピュータの発達とともに、電子メディアでも刊
行されるようになった。この電子化された学術雑誌を電子ジャーナ
ル(electronic journal) と呼ぶ。コンピュータ・ネットワーク（イン
ターネット）を通してオンラインでアクセスするため、オンライン・
ジャーナル(online journal)と言うこともある。従来から刊行されて
いる雑誌では、印刷体と電子版とが並行して出されていることが多
いが、印刷体の刊行を中止するものも増えている。また、新しく創
刊される雑誌の場合は、最初から電子形態のみで発行されることが
多い。 
 電子ジャーナルは、通常、出版社のウェブサイトで提供され、利
用者はインターネットを介して直接アクセスする。一般に雑誌の目
次や論文の抄録までは無料で、本文は有料である（無料のものも増
えている）。本文は論文・記事単位で HTML あるいは PDF 形式の
ファイルとなっており、PDF の場合は紙の雑誌とほぼ同じ誌面が表
示される。図書館は自館のウェブサイトに出版社サイトへのリンク
を張った案内ページを用意するくらいで、資料の管理には携わらな
い。購読タイトルの選定と契約が図書館の主な仕事となる。 
電子ジャーナルに関しては、サイトライセンス(site license)契約
を結ぶのが普通である。サイトライセンス契約は、ソフトウェアな
どの場合にもよく行われるが、個々の利用者ごとではなく、大学や
キャンパスの単位で一括して契約するもので、大学の規模などに応
じて概算で料金が設定される。年間固定料金で教職員や学生は使い
放題となる（ただし組織的な大量のダウンロードは禁止している出
版社が多い）。 
通常、アクセス権限は IP アドレスで管理し、当該キャンパス内か
らは契約誌の本文がそのまま閲覧できる。また、ユーザー登録をす
ることによって、キャンパス外からも無料アクセスできる仕組みが
提供されている。契約誌以外についてはペイパービュー (pay per 
view: PPV)方式で、クレジットカードなどにより個人的に、論文ご
とに設定されている料金を支払うこととなる。 
印刷体と比較した場合の電子ジャーナルの長所は、何と言っても
その利便性である。インターネットに接続できるパソコンさえあれ
ば簡単に検索・閲覧でき、図書館まで足を運ぶ必要がない。欠号・
未着、落丁・乱丁といった紙の雑誌ではしばしば起こったトラブル
も経験しなくてすむ。もはや紙の雑誌には戻れないと言っていいだ
ろう。 
 一方で懸念されているのは、バックナンバーへのアクセスの問題
である。購読を中止すると、それまでお金を払ってきた分までアク
セスできなくなる場合がある。購読中止後も購読期間中の号にアク
セスできる権利をアーカイブ権と呼ぶが、これが保証されるかどう
か、契約の際に十分確認しておく必要がある。もちろん、契約外の
論文には PPV など別の方法でアクセスすることも可能なので、ア
ーカイブ権は必要ないと割り切って契約するのも一つの選択である。 
 
3.2 電子ジャーナルの歴史 
 学術論文を電子的な形態で提供する試みはインターネットの普及
以前からあった。1980 年代、メインフレームと呼ばれる大型コンピ
ュータ上に文献情報などのデータを蓄積し、専用回線や公衆電話回
線で接続された端末からアクセスするオンライン情報検索サービス
が大学図書館や研究機関で利用されていたが、その中でアメリカ化
学会がケミカル・ジャーナルズ・オンライン (Chemical Journals 
Online:CJO)という雑誌論文のフルテキスト・データベースを提供
していた。 
また、1989 年には欧米の大手出版社が共同でアドニス(ADONIS)
というプロジェクトを開始している。これは CD-ROM に蓄積され
た生物学医学分野の雑誌論文およそ 20 万件のスキャナー画像を要
求に応じてプリントアウトするというもので、当時はドキュメント･
デリバリー･システムと呼んでいた。 
 1990 年代初頭、現在の電子ジャーナルに直接つながる実験プロジ
ェクトが大学図書館と出版社との間で実施された。エルゼビア社が
アメリカの９大学と共同で行ったチューリップ (TULIP: The 
University Licensing Program)、カリフォルニア大学サンフランシ
スコ校とシュプリンガー社のレッドセイジ(Red Sage)、ジョンズ・
ホプキンズ大学の図書館と同大学の出版局によるミューズ (Muse)
などである。 
1990 年代後半になると、インターネット環境の整備が進み、
WWW や PDF が標準として定着したことにより技術的な問題は解
決され、電子ジャーナルは実験段階を抜け出して正規の商業サービ
スへと移行する。 
 
3.3 電子ジャーナルとシリアルズ・クライシス 
当初、電子ジャーナルは紙代も印刷代も輸送費もかからないので
購読料が下がり、シリアルズ・クライシスの救済策になるのではな
いかというナイーブな期待があった。しかし、電子ジャーナルの価
格設定は、印刷体の購読を前提にそこに何パーセントかを上乗せす
るものだったり、サイトライセンスで多数が同時にアクセスできる
場合は印刷体の数倍になってしまうものだったりした。 
つまり、雑誌購入費の減少にはまったくつながらず、さらには、
毎年の値上がりも止まらなかった。電子化によるコスト削減に関し
ては、紙代や印刷代が雑誌発行の費用に占める割合は小さいためあ
まり節約にならず、その一方で、電子化のための設備投資も必要な
うえ、印刷体も全廃できるわけではないので、かえってコスト高に
なっているという出版社側の説明もあった。 
いずれにせよ、すぐに電子ジャーナルの利便性は疑いの余地のな
いものとなり、特に理系の雑誌で、印刷体から電子ジャーナルへの
急速なシフトが起こった。シリアルズ・クライシスも印刷体から電
子ジャーナルの価格の話になったのである。 
大手出版社が提案し、現在、多くの大学図書館が結んでいる契約
形態は、多数の電子ジャーナルをまとめて購読して大幅な価格割引
を受けるというもので、これをパッケージ契約とか一括契約、ある
いはビッグディール(big deal)と言う。要するに、言葉は悪いが、抱
き合わせ販売である。 
ビッグディールについては賛否両論あるが、これによって閲覧で
きるタイトル数が飛躍的に増えたことは間違いない。一方で巨額の
購読料が一社に支払われ、図書館予算を圧迫しているのもまた事実
で、契約を打ち切る図書館も実際に出現してきている。 
これに対して図書館側では、少しでも有利な条件で契約できるよ
う、コンソーシアム(consortium)を結成し、出版社と価格交渉を行
っている。コンソーシアムとは、大規模工事受注のため企業が連合
を組む場合や経済援助のため結成される国際借款団などについてよ
く用いられるが、団体の連合といった意味である。要するに、これ
も身も蓋もない言い方になるが、共同購入のための組合である。 
日本の場合、国立大学図書館、公私立大学図書館がそれぞれコン
ソーシアムを形成していたが、2011 年、両者が統合されて「大学図
書館コンソーシアム連合(JUSTICE)」となった。JUSTICE（ジャス
ティスと読む）は世界各国の図書館コンソーシアムの連合体である
国 際 図 書 館 コ ン ソ ー シ ア ム 連 合 (International Coalition of 
Library Consortia: ICOLC)にも参加している。 
 
4.オープンアクセスとリポジトリ 
4.1 オープンアクセスとは 
電子ジャーナルは高価で、購読料を支払える機関に所属する研究
者しか閲覧できない。その一方で、インターネットの普及により、
誰もが手軽に情報発信できるようになった。こうした状況の中で広
がりを見せているのがオープンアクセス(open access: OA)運動であ
る。オープンアクセス（以下、OA と略す）とは、この場合、学術文
献にインターネット上で自由にアクセスできることである。学術文
献には図書も含まれるが、主として学術雑誌の掲載論文がここでの
対象である。自由という言葉には「無料」と「利用に制約がない」
という二つの意味が含まれるが、これに関しては後で述べるように
議論がある。 
研究者が OA を推進しようという背景には、学術論文という著作
物の特殊性がある。一般に学術雑誌に掲載される論文には原稿料が
支払われない（それどころか著者が料金を払わなくてはならないも
のさえある）。また、多くの雑誌が掲載の条件として著作権の譲渡を
要求する。著者は論文を売ることではなく、雇用されている大学や
研究機関の給料で生計を立てている。そして昇進やよりよい条件の
職場への転出には、研究業績が必要である。研究業績とはすなわち
論文であり、その論文の被引用数である。被引用数を上げるために
は論文が多くの研究者に読まれなくてはならない。多くの読者を得
るためにはアクセスへの障壁があってはならない、というわけであ
る。 
もちろん、それだけではなく、純粋に研究成果を広く世の中に伝
えたいという思いもあるだろう。しかしいずれにせよ、原稿料や印
税で生計を立てている作家とは事情が異なる。OA は読まれること
によって金銭収入ではなくインパクト（影響力。その有力な指標が
被引用数）が生じる著作に適用されるものである。つけ加えれば、
同じ研究者の著作でも、教科書や一般向け解説書などは著者に印税
が入る。従って原則として OA の対象とはならない。 
 
4.2 オープンアクセス運動の始まり 
 何をもって OA 運動の起源とするか確定は困難だが、有力な源流
の一つが、1994 年、スティーブン・ハーナッド(Stevan Harnad)と
いう認知科学者の「破壊的提案(a subversive proposal)」と題する
電子メールである。これはあるメーリングリストへ投稿され、議論
を呼んだものであるが、あらゆる分野の論文のプレプリントをサー
バに載せて公開し、ピアレビューが通ったら最終版のリプリント（抜
刷。もちろん電子版）でそれを置き換えようと提案している。そう
すれば出版社も電子版のみの出版形態に移行し、コストは従来の
25％に下がるだろうとも述べている。後にハーナッド自らセルフア
ーカイビング(self-archiving)と名付ける方法の原型である。 
 初期のもう一つの重要な出来事として、プロス (PLoS: Public 
Library of Science)によるインターネット上での署名活動がある。
これは 2000 年から 2001 年にかけて、ノーベル賞受賞者ハロルド・
バーマス(Harold Varmus)など医学・生命科学分野の研究者のグル
ープが、研究成果を全面的に無料公開するオンライン公共図書館設
立を訴えたものである。その実現のため、論文の無料公開を許諾す
る雑誌にしか論文を発表しないし、編集やピアレビューにも協力し
ない、と宣言している。賛同の署名が多く集まったが、結局、出版
界の大きな変革にはつながらなかった。その後、PLoS は『プロス・
バイオロジー (PLoS Biology)』などのオープンアクセス誌  (open 
access journal) 出版への道を歩むこととなる。 
 2002 年 2 月、OA にとって歴史的な声明「ブダペスト・オープン
アクセス・イニシアティブ (Budapest Open Access Initiative : 
BOAI)」が発表される。これは前年の 12 月にハンガリーのブダペス
トで開催された国際会議での議論をまとめたもので、OA の対象、
定義、実現への道筋などを定めており、以後、しばしば参照される
こととなる。翌 2003 年には、4 月にアメリカのワシントン D.C.郊
外で開かれた会議で「オープンアクセス出版に関するベセズダ声明」、
10 月にドイツで行われた会議で「ベルリン宣言」がそれぞれ採択さ
れた。以上の三つの文書ではそれぞれ OA に関し若干異なった定義
の仕方をしているが、これらをまとめて、ブダペスト (Budapest)、
ベセズダ(Bethesda)、ベルリン(Berlin)の頭文字を取って「BBB 定義」
と呼ぶこともある。 
 
4.3 グリーン OA とゴールド OA 
BOAI では OA を実現するための方策として，セルフアーカイビ
ングとオープンアクセス(OA)誌の二つがあるとした。ハーナッドは
前者をグリーンの道(green road)あるいはグリーン OA (green OA) 、
後者をゴールドの道(gold road)あるいはゴールド OA (gold OA) と
名付け、こうした呼び方が関係者の間で定着している。 
セルフアーカイビングとは著者が自分の論文を電子的なアーカイ
ブに納め、公開する行為である。このアーカイブのことをリポジト
リ(repository)と呼ぶ。言い換えれば、グリーン OA とはリポジトリ
によって提供される OA だということになる。 
対象となる論文はピアレビューのある学術雑誌（電子ジャーナル）
に投稿して受理されたものである。もちろん著作権や出版契約の問
題があるのだが、大多数の学術出版社はセルフアーカイビングを許
容している。出版社の許諾を青信号（グリーンライト）になぞらえ
ることもあり、セルフアーカイビングを許可している出版社をグリ
ーン出版社と呼んだりする。 
ただし、通常、雑誌掲載論文そのもの（出版社が提供する PDF や
HTML のファイル）を無料公開することはできない。出版社が認め
ているのは論文原稿の公開である。グリーン OA で推奨されている
のは、レフェリーの修正意見が反映され、ピアレビューをパスして
受理された最終段階の原稿（著者最終稿と呼ばれる）をセルフアー
カイビングすることである。これによって、雑誌掲載論文のように
整った体裁は望むべくもないが、内容的には同じものが誰でも無料
で読めることになるというわけである。 
しかし、すべての出版社がグリーン出版社ではないし、著者最終
稿は不可でプレプリントしか認めないといったところもある。また、
多くの出版社が雑誌発行後半年とか 1 年といった単位で、エンバー
ゴ (embargo)と呼ばれる公開禁止期間を設けている。セルフアーカ
イビングに際しては、各出版社のそうした方針（ポリシー）を確認
する必要がある。英ノッティンガム大学が運営しているシェルパ／
ロミオ(SHERPA/RoMEO)など、出版社のポリシーをまとめて検索
できるサイトもある。 
ゴールド OA は雑誌によって提供される OA で、正規の雑誌論文
がインターネット上で無料公開されるものである。OA 誌はそこに
掲載されている論文すべてが無料公開である。一方、購読料が必要
な学術雑誌の中に無料公開論文が混じっていることがある。これは
著者がオプションの料金を支払うことで、その論文だけ OA になっ
ているのである。こういった雑誌をハイブリッド誌と言う。これも
一種のゴールド OA である。 
雑誌（電子ジャーナル）の刊行にコストがかかる以上、どこかで
その費用を回収しなくてはならない。つまり、ビジネスモデルが必
要である。多くの OA 誌やハイブリッド誌が採用しているビジネス
モデルは、単純に費用を著者が負担するというものである（著者支
払いモデル）。要するに自費出版ということなのだが、この場合、支
払う料金のことを APC(Article Processing Charge)（論文処理費用、
論文加工料、論文掲載料などさまざまに訳されている）と呼ぶ。APC
は著者個人の研究費などから支出されるが、研究費助成団体が負担
することもある。一方で、公的資金や寄付、ボランティア労働など
により発行費用が全額まかなわれ、最初から APC を払う必要がな
い OA 誌もある（これをプラチナ OA(Platinum OA)と呼ぼうとい
う意見もあったが、定着していない）。 
OA 誌の登録簿 DOAJ (Directory of Open Access Journals)に
は、2014 年 6 月末現在、9870 誌、約 167 万件の論文が登録されて
いる。OA 誌は急速に増えているが、出版社の中には、法外な APC
を取るとかピアレビューがされていないと指摘されるものも少なく
ない。コロラド大学の図書館員ジェフリー・ビール(Jeffrey Beall)
は、そうした怪しげな、いわば「ハゲタカ」出版社のリストを作成
して公開している。ただし、このリストには疑問や批判も投げかけ
られているので注意が必要である。 
 
4.4 無料 OA と自由 OA 
OA 運動のリーダーの一人、ピータ ・ースーバー(Peter Suber)は、
グリーンとゴールドとはまた別の観点から、OA の種類を二つに分
けることを提案している。それが無料 OA(Gratis OA)と自由 OA 
(Libre OA)である。無料 OA とは無料で読めることにより経済的な
障壁を取り去るもの、自由 OA とはそれに加えて二次利用まで許諾
するものである（許諾の範囲はさまざまである）。 
実は BOAI の定義では、OA とは無料で論文のダウンロード、コ
ピー、配布、印刷、検索、リンク、その他の合法的な利用が許され
るものとされており、単に無料で読めるだけでは OA とは言えない
ことになる。しかしそうすると、無料公開論文の多くが OA ではな
いことになってしまう。最低限、無料で読めるだけでも十分役に立
つので、これも OA と認めようというわけである。 
グリーンとゴールドとは分類の観点が違うので、グリーン OA で
も無料 OA と自由 OA があり、ゴールド OA でもやはり無料 OA の
ものと自由 OA のものがある。たとえば、リポジトリ中の論文原稿
でも勝手にコピーして配布してはいけないものもあれば、自由に二
次利用できるものもある。OA 誌中の論文についても同じことが言
える。 
しかし、一般的に、グリーン OA では著作権を持つ商業出版社の
許諾により原稿を公開しているので、二次利用はできない無料 OA
のものがほとんどである。ゴールド OA では応分の費用が支払われ
るので、自由 OA の場合が多い。ゴールド OA 推進論者がグリーン
OA の欠点としてしばしば指摘する点である。 
 
4.5 リポジトリとは 
グリーン OA では論文原稿をリポジトリと呼ばれるインターネッ
ト上のアーカイブに置く。リポジトリとは貯蔵庫、容器、倉庫など
といった意味で、この場合、電子的な学術資料の貯蔵庫ということ
になるが、アーカイブと同義と考えて差し支えない。デジタル資料
を扱うのでデジタル・リポジトリ、コンテンツは公開が原則なので
オープン・リポジトリと言う場合もある。 
リポジトリは収録対象の範囲により，主題リポジトリ  (subject 
repository) と機関リポジトリ(Institutional Repository: IR)の二種
類に分けられる。主題リポジトリは特定の主題分野の論文を、機関
をまたいで収録するもので、セントラル（集中型）リポジトリと呼
ばれることもある。機関リポジトリはその機関に所属する研究者の
論文を分野にかかわらず収録対象とする。ここで機関というのは大
学など学術機関なので、学術機関リポジトリという言い方をするこ
ともある。リポジトリは図書館が設置・運営していることが多い。 
主題リポジトリと機関リポジトリは、どちらがよいとか優れてい
るとか言うものではない。しかしながら、OA 論文の登録先として
どちらが適切なのかについては議論がある。文献データベースのよ
うに主題分野ごとに論文が収録されていた方が自然な気もするが、
ハーナッドらは機関リポジトリへの登録を強く推す。その理由は、
リポジトリを持たない主題分野があるのに対し、機関リポジトリの
場合は全分野をカバーできるからである。主題リポジトリは機関リ
ポジトリのコンテンツの中から該当するものを自動収集すればよい
としている。 
歴史的に見ると、主題リポジトリの走りとも言えるのが、1991 年、
ポール・ギンズパーグ(Paul Ginsparg)が米ロスアラモス国立研究所
において設立した arXiv（アーカイブと読む）である。これは高エ
ネルギー物理学分野の電子版プレプリントを集めたもので、リポジ
トリという言葉はまだ使われず、プレプリント・サーバなどと呼ば
れていた。その後、経済学、認知科学、航空宇宙科学、医学などの
分野で主題リポジトリ（当初は e プリント・アーカイブなどと呼ば
れていた）が誕生している。なお、ギンズパーグは後にコーネル大
学に移ったが、それに伴って arXiv もコーネル大学図書館が管理す
るところとなっている。 
機関リポジトリの誕生についてははっきりしないが、2000 年以降
と考えていいだろう。北米研究図書館協会（ARL）が立ち上げた
SPARC（スパークと読む）という組織が、2002 年、機関リポジト
リ推進を呼びかける文書を発表したが、その中に実例としていくつ
か運用を開始したばかりのものが挙げられている。機関リポジトリ
という言葉やリポジトリ設置の動きが広まったのはこれ以降である。 
機関リポジトリの運営には、通常、論文を中心とした学術資料を
扱うのに便利な機能を備えた専用のソフトウェアを利用する。先駆
的なものとして、英サウスハンプトン大学が開発した EPrints（イ
ープリンツと読む）と、米マサチューセッツ工科大学(MIT)の図書館
とヒューレット・パッカード(HP)社が共同で開発した DSpace（デ
ィースペースと読む）が有名である。この二つは無料で使えるフリ
ーソフトウェアで、多くのリポジトリで採用されている。その他、
有料無料のさまざまなソフトウェアが存在し、自力で導入できない
図書館向けに設定を請け負う業者もある。さらに、日本の国立情報
学研究所（NII）の JAIRO Cloud（ジャイロクラウドと読む）のよ
うにリポジトリのシステム環境を提供するクラウドサービスも出現
している。 
リポジトリでは収載資料の検索や管理のため、その資料に関する
さまざまな情報が付加される。具体的には論文のタイトル、著者名、
著者の所属、掲載誌、主題、言語、フォーマットなどであり、こう
した情報をメタデータ (metadata)と言う。機関リポジトリの場合、
OA 論文はあちこちのサーバに分散して収録されることになるが、
利用者にとっては、それらをまとめて検索できた方が便利である。
そのためには各リポジトリが標準的なメタデータを付与する必要が
ある。現在、多くの日本の機関リポジトリでは NII が定めた junii2
（ジュニーツーと読む）というメタデータフォーマットに従ってメ
タデータを入力している。これはダブリンコア(Dublin Core)という
国際的なメタデータ標準に基づいたもので、海外とのメタデータ交
換にも対応できる。 
サウスハンプトン大学が運営しているオープンアクセス・リポジ
トリ登録簿(Registry of Open Access Repositories: ROAR)によれ
ば、2014 年 6 月末現在、世界中で 3,800 以上のリポジトリが存在
する。日本のリポジトリは、NII の機関リポジトリ一覧によれば、
350 近くになる。2006 年 10 月の時点では 20 足らずだったのが
ここまで増えたのは、NII の支援事業による後押しが大きい。なお、
日本では機関リポジトリを構築している大学・研究機関の連携組織
DRF（ダーフと読む） (Digital Repository Federation)も 2005 年
に発足しており、2014 年 6 月末現在 156 機関が参加している。 
 
4.6 オープンアクセスの義務化 
OA 運動の開始を 2002 年の BOAI に定めたとしても、すでに 10
年以上が経過している。無料で読める論文の数が増えていることは
確かであるが、主要な学術雑誌の全論文に占める割合はまだまだ低
い。 
その一方で、公的資金から補助金を受けた研究はその成果を国民
に公開するべきという理由で、論文の OA 化を求める声も強まって
いる。一般市民が専門の論文を読みたがるのかという疑問も残るが、
実際にアメリカなどでは難病を抱える患者やその家族がインターネ
ットで医学論文を検索して知識を得ているという報道もある。分野
によっては、研究者以外にも OA ニーズがあると言える。 
大手も含め、大多数の出版社はセルフアーカイビングを認めてい
るので、研究者さえその気になれば、グリーン OA により大多数の
論文原稿が無料で読めるはずである。しかし、自発的にセルフアー
カイビングを行う研究者は非常に少ない。そこで出てきたのが OA
の義務化(mandate)（制度化と訳されることもある）という主張で
ある。義務化と言うと研究者からの反発が予想されるが、ある調査
では、8 割以上の研究者が義務化されれば喜んで従うと回答してい
る。つまり、研究者は惰性的に動こうとしないだけで、義務化がそ
れを打ち破るきっかけになる、と考えられている。 
他方、ゴールド OA の義務化には障壁がある。評価の高い雑誌の
ほとんどが従来の商業誌すなわち非 OA 誌であり、こうした雑誌へ
の投稿をやめろとは言えないからである。しかし、最近は既存の雑
誌もハイブリッド化して OA オプションを用意するようになってき
ているため、ゴールド OA を義務化する代わりにオプション料金を
補助するという考え方も出てきている。 
 義務化を行う主体は、研究者を雇用している機関、すなわち大学
や研究機関、研究補助金を出している助成団体である。こうした機
関ではオープンアクセス方針(open access policy)などと呼ばれる規
定を作って、所属の研究者や補助金を受けた研究者に対して順守を
求めている。義務化の程度は機関によって異なり、単なる要請に過
ぎず義務化とは言えないものもある。 
所属の教員に対して機関リポジトリへのセルフアーカイビングを
義務付ける大学（学部単位のこともある）は徐々に増えている。先
駆的な例としては、イギリスのサウスハンプトン大学、オーストラ
リアのクイーンズランド工科大学とタスマニア大学、ベルギーのリ
エージュ大学、アメリカのハーバード大学などがある。特にハーバ
ード大学文理学部教授会が、義務化とも言えるオープンアクセス方
針を全会一致で採択した時は大きな話題となった。 
研究費助成団体による義務化の代表的な例としては、米国立衛生
研究所(NIH)の公共アクセス方針(Public Access Policy)がある。NIH
は医学・生物学分野の研究に巨額の補助を行っているが、2005 年、
助成研究に対して出版後１年以内に論文原稿をパブメド・セントラ
ル(PubMed Central: PMC)で公開するよう要請する（義務ではない）
方針を打ち出した。PMC はハロルド・バーマスが NIH の所長時代
に設立した医学・生物学分野の主題リポジトリである。しかしこの
方針に従う研究者は少なかったため、2007 年末、任意ではなく義務
とすることが法律で定められた。 
同じ時期、イギリスでは英国研究会議(RCUK)が 2005年から 2006
年にかけて OA 方針を発表し、意見を求めている。また、民間の医
学研究助成団体ウェルカム・トラスト(Wellcome Trust)も 2005 年
から OA 義務化を打ち出している。ウェルカム・トラストでは、グ
リーン OA、ゴールド OA 双方を認めており、商業誌の OA オプシ
ョンを利用する場合の費用は財団が出すとしている。 
出版社側は、グリーン OA の義務化には反対の立場を鮮明にして
いる。RCUK の方針に対しては、学協会出版者協会(ALPSP)が懸念
を表明しているし、2007 年には、理系出版社が共同でブリュッセル
宣言と呼ばれるものを出した。ここでは、論文原稿の OA 化が進展
すると購読料収入が不安定化し、ピアレビュー制度が損なわれると
の警告がなされている。また、エルゼビア社は、著者のセルフアー
カイビングは認めるが、OA を義務付けている機関に所属する場合
は別途協定が必要という、OA 推進論者には「不可解な」方針を定
めている。 
 この時期以降、欧米では OA 義務化に国の政策が強く関わってく
る。つまり、議会や委員会で OA 義務化に関する法案が審議される
ようになった。アメリカでは連邦政府の助成研究はすべて OA 化を
義務付けようという「連邦政府助成研究公共アクセス法案」（FRPAA）
が超党派で提出されたり、逆に、連邦政府助成研究の OA 義務化を
禁止する「研究著作法案」(RWA)が提出されたりした。RWA に関し
ては、法案支持を明言していたエルゼビア社に対して激しい反発が
起こり、ボイコット運動に発展した。結局、同社は法案支持を撤回
し、法案自体も不成立に終わった。こうした動きは「アラブの春」
になぞらえて「学界の春(Academic Spring)」とも呼ばれた。 
 イギリスでは 2012 年 6 月、フィンチ・レポート(Finch report)
と称される報告書が発表され、大きな話題となった。この報告書で
はゴールド OA の方がグリーン OA よりも優れた方法だとして、政
府が費用を助成し、OA 出版への移行を目指すべきだと勧告してい
る。政府も RCUK もこれを受け入れ、新たにゴールド OA 優先の義
務化方針を定めた。また、このための予算措置もなされた。しかし、
イギリスだけが一方的にゴールド OA に突き進んでも、APC の負担
に加えて非 OA 誌の購読も維持しなくてはならないので、得策では
ないという批判の声も上がっている。 
 日本ではこれまで OA 義務化の事例はほとんどなかったが、2011
年あたりから国の政策文書で機関リポジトリの構築や OA の推進が
言及されるようになり、2013 年には学位規則の改正で博士論文のイ
ンターネット公開を義務付けるなどの動きが出ている。 
 
5.学術コミュニケーションの今後 
『ネイチャー』誌に掲載された STAP 細胞論文の問題点が、イン
ターネット上の有志によるチェックで顕在化し、論文取り下げにま
で至ったことは記憶に新しい。ピアレビューの機能不全が指摘され、
少数の専門家による事前審査に時間をかけるよりも、迅速に公表し
て多数の検証を受けるシステムの方がよいいという意見も出た。 
学術論文の評価については、被引用数やインパクトファクターに
代わる指標として、ウェブページの閲覧回数、ダウンロード数、ブ
ログ、ウィキペディア、ツイッター、その他ソーシャルメディアで
の言及回数などを用いる提案がなされ、実際に文献データベースな
どではそうした数字が示されるようになってきている。これをオル
トメトリクス(altmetrics)と呼ぶ。今後はこうした指標がさらに洗練
され、重要性を増すと考えられる。 
また、STAP 細胞に関しては、研究データ管理上の問題も指摘さ
れた。研究者は論文だけでなく、その背後にある研究データの公開
も求められるようになっており、図書館の新しい役割として、研究
データの公開支援が注目を集めている。ただし、これを行うには図
書館員も今までとは違った知識や技術を身につける必要がある。 
さらに、学術コミュニケーションがインターネットや電子ジャー
ナルに全面的に依存するようになると、深刻な問題となるのが電子
メディア固有の脆弱性である。これについては以前から指摘され、
電子情報の長期保存に関するさまざまな研究が行われている。電子
ジャーナルについては、たとえば CLOCKSS（クロックスと読む）
という国際的なプロジェクトがあり、多くの出版社や図書館が参加
している。これは簡単に言えば電子ジャーナルのコンテンツを共同
で地理的に離れた場所に分散保存するというものである。今後はこ
うした安全性への配慮がより一層求められることとなるだろう。 
 インターネットは学術コミュニケーションに、オルデンバーグ以
来の革命的な変化をもたらしたと言われる。それは現在も進行中で、
とどまる気配を見せない。先に、ピアレビューによる品質保証とプ
ライオリティ認定を担う学術雑誌の役割は当面変わらないと述べた
が、そう遠くない将来、電子ジャーナルも図書館も、今とはまった
く違った形に変化している可能性も否定できないのである。 
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